
 

神戸市 

ＩＣＴガバナンス・情報セキュリティ対策支援業務 

に係る委託契約書 
 

 神戸市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）との間で、次の表の条項及び

別紙委託契約約款の条項（次の表の第５項に定める条項を除く。）により委託契約を締結する。 
１ 委託業務に係る委託料

（部分払、前金払又は概

算払により支払うもの

は、その旨、その金額及

び支払う時期） 

 

※金額は契約上限額を記載 

（総額） 

121,230,000円 

（うち消費税及び地方消費税相当額11,020,909円） 

【内訳】 

・令和７年度：65,445,000円 

（うち消費税及び地方消費税相当額5,949,545円 検査 

終了後に支払） 

・令和８年度：55,785,000円 

（うち消費税及び地方消費税相当額5,071,364円 検査 

終了後に支払） 

ただし、消費税率の改定があった場合はその税率に従う。 
精算を行う場合の方法 なし 

２ 契約保証金（第３条関

係） 

※以下のとおり、受託者の状況によって決定する 

―――――― 

契約金額の３パーセント以上とする。ただし、神戸市契約

規則第25条の規定により保険会社と履行保証契約を締結す

る場合は、当該保証を証する書面の提出をもって代える。

また、過去５年間において、神戸市指名停止基準要綱に基

づく指名停止措置を受けておらず、かつ、本市との間に単

件で１千万円以上の契約の実績があり、その契約すべてが

適正に履行されている場合は、契約保証金を免除する。 

３ 委託業務の履行に係る

期間又は期日（以下「委

託期間等」という。） 

契約締結の日から令和９年３月 31日まで 

債務負担行為又は長期継続契約に

該当する場合は、その旨 
債務負担行為 

４ 甲が乙に対し委託業務

の履行のために必要な機

械器具等、設備等を提供

する場合の有償又は免除

の別 

有償の場合の金額（第18

条第３項、第５項関係） 

なし 

委託料からの控除又は納入通知書

による納付の別、及び控除（納

付）時期 

なし 

５ 別紙委託契約約款のう

ち適用を除外する条項 

第８条 

６ 別紙委託契約約款に付

加する条項 

（成果物の帰属等） 

第43条 委託業務の履行により有体物及び無体物（以下



 

「成果物」という。）が作成されたときは、成果物に係

る著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第21条から

第28条までに規定する権利をいう。）、所有権その他の権

利は、甲に帰属するものとする。 

２ 前項にかかわらず、乙が甲からの発注を受ける前から

著作権を有する著作物が成果物に含まれているときは、

乙に留保されるものとし、乙は甲が使用するために必要

とする範囲で、当該著作物の著作権法に基づく利用を無

償許諾するものとする。 

３ 乙は、甲が必要に応じて成果物の変更、切除その他の

改変を行うことを了承するとともに、甲の行為に対し、

著作者人格権を行使しない。 

４ 乙は、甲の書面による承諾なくして、成果物を目的外

に利用し、又は第三者に提供し、若しくは利用させては

ならない。委託期間等の終了の後又はこの契約が解除さ

れた後（以下「契約終了等の後」という。）において

も、同様とする。 

７ 担保期間（第13条） なし 

 

〔紙契約の場合〕 この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押

印の上、各自その１通を保有する。 
〔電子契約の場合〕 この契約の締結を証するため、甲と乙は、本電子契約書ファイルを作成し、

それぞれで電子署名を行う。なお、本契約においては電子データである本電子契約書ファイルを

原本として扱うものとし、同ファイルを印刷した文書はその控えとする。 

 

 

    年  月  日 

 

  神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神戸市 

    代表者 神戸市長 〇〇 〇〇        印 

 

   

   

乙  

                          印 

※電子契約の場合は「印」は不要とする 

 

 
 
                                     



  

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
     
     
    

 
     
     

 

 
 



  

      
 

 

    
       

 
  

 
 

 
    

     
 

 
 

 

     
 

   
   

 

    
 

 

     

 
 

 
 

 
 

 
 

    
 

 



  

 
 

       

 
 

 
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
     

 
     

 
     

 
 

 
 

 
  



  

 

      
  

 
 

 
 

 
 

 

 
 

  
 

 
 

 
   

 
 

 

 
 

  

 
 

  
 

  

 
 

 
  



  

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

      
        

    
 

 
 

 
  

 
 

 
 

  

 
 

 
 



  

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

         
     

 
 

 
 

 
 

 
   

 
 



  

  
 

 

 
 

  
 

  
 

  

 
 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

     
     
    

 
     
    

 
     
    

 
    



  

 
     
     

 
     

 
 

 
 

 
 

  
 

    
 

    
 

 
  

 
 

 
            

 
    

 
 

 
        

 
      

    
      

    
 

    
  

 
 

 
 

 
 



  

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 
    
   

 
 

  

 
     

 
 

  

  

 
        

   
      

 
    

 



   

    
          

 
    

    
     

 

 
 

     

 
    

 
     

 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
  

 
    

     

 
    

 
    

 
    

 
    



   

 
    

 
     

 

 
 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
  

     
 

 

 
 

 
 

  
 

 

 
 

 
 

 



   

  
 

  

  

 
     
     
       
       

 

 
 

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

  
   

 
 

  

 
 

        
    

 
         

 
       

  
 

 



   

  
 

 
 

  
 

  

 
 

   
 

  
  
 

   
  
     

 
  

 
   

 
  

       

 
 

  

 
 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

神戸市 
ICTガバナンス・情報セキュリティ対策支援業務 

 
調達仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１月 

 

神戸市企画調整局デジタル戦略部 

  



 

  

目次 

1. 件名 ............................................................. 1 

2. 作業の概要 ....................................................... 1 

2.1. 背景・目的 .................................................... 1 

 ICTガバナンス・情報セキュリティ対策の取り組み .............. 1 

 本市が抱える課題 ............................................ 2 

 本業務の目的 ................................................ 3 

2.2. 作業の概要 .................................................... 3 

 プロジェクト管理 ............................................ 3 

 定例報告 .................................................... 3 

 ICTガバナンス推進支援業務 .................................. 3 

 神戸市DX推進支援業務 ....................................... 6 

 情報セキュリティ対策支援業務 ............................... 6 

 AIリスクアセスメント確認業務 ............................... 9 

 議事録等の作成 ............................................. 10 

2.3. スケジュールと想定業務量 .................................... 10 
2.4. 作業場所 ..................................................... 11 
2.5. 実施体制／資格要件 ........................................... 12 

 実施体制 ................................................... 12 

 資格要件 ................................................... 12 

2.6. 成果物 ....................................................... 12 

 業務実施体制図 ............................................. 12 

 作業要員一覧表 ............................................. 12 

 プロジェクト計画書 ......................................... 13 

 プロジェクト進捗報告書、課題管理表 ........................ 13 

 履行報告書（月次報告、中間報告、年次報告） ................ 13 

2.7. 検収の完了 ................................................... 13 
2.8. 納入場所 ..................................................... 13 
2.9. 作業窓口 ..................................................... 14 

3. 特記事項 ........................................................ 14 

3.1. 再委託 ....................................................... 14 
3.2. 情報の管理 ................................................... 14 



 

  

3.3. 情報セキュリティポリシーについて ............................ 14 
3.4. 業務の引き継ぎに関する事項 .................................. 14 
3.5. 委託作業への疑義 ............................................. 14 

 

 

 



 

  1 

 

1. 件名 
神戸市ICTガバナンス・情報セキュリティ対策支援業務 

 

2. 作業の概要 
2.1. 背景・目的 

 ICTガバナンス・情報セキュリティ対策の取り組み 

本市では、以下のとおり ICT の利用を組織的に統制することを目的とした「ICT ガバナン

ス」及び「情報セキュリティ対策」の取り組みを進めている。また、本市ではＡＩの安全な

活用に向けたルール整備として、「神戸市におけるＡＩの活用等に関する条例（以下「条例」

という。）」を制定し、行政運営においてＡＩを安全かつ積極的に活用するために必要とな

る理念や、ＡＩを活用する際のリスクアセスメントの実施を定めたところである。 

 ① 情報システム調達の適正化 

・神戸市情報システム調達ガイドライン（平成 22 年度制定）に基づく情報システムの

調達支援 

・情報システム調達審査委員会（平成 26 年度設置）における情報システムの予算要求

にかかる事前審査 

・情報システム導入時に、神戸市情報セキュリティポリシーに適合しているかを確認

するための審査 

② 情報システムの全体最適化 

・先進的な技術や他市情報の集積・分析及び本市における導入検討 

③ 情報セキュリティの維持・改善 

・神戸市情報セキュリティポリシー（平成14年度制定）に係る全庁向けの研修・監査 

・国からのガイドラインを踏まえた神戸市情報セキュリティポリシーの改定等 

④ ＡＩの安全な活用に向けたルール整備 

・神戸市におけるＡＩの活用等に関する条例の制定及び同条例第５条第１項及び第２

項に基づく、「神戸市におけるＡＩの活用等に関する基本指針（以下「基本指針」

という。）」の策定 

・基本指針に定めるところによる「ＡＩリスクアセスメントの実施手順（エントリー

シート及びチェックシート、ワークシートから成る様式）」の策定 

これらの取り組みに加えて、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和 3

年）」により法制化されている国の方針に従い、対象 20 業務の基幹業務システムをガバメ

ントクラウドに構築した標準準拠システムに移行するため、本市基幹業務システム標準化

に係る全体PMOとして、当該20業務の業務・システム所管課を支援している。 
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⑤ 神戸市基幹業務システム標準化に係る全体PMO 

・当該業務に関する仕様は、「＜別紙＞「神戸市基幹業務システム標準化に係る全体

PMO」に係る業務内容等」にて定める 

 

 本市が抱える課題 

① 情報システム調達に関する課題 

・本市では情報システムの調達や管理運用を業務所管課で行っており、デジタル戦略

部として、これまで以下のような調達支援、開発支援支援に取り組んできた。その

結果、システム調達の最適化が進んできている状況であると認識している。 

・一方で、DX 推進を背景に、国の規定が緩和されてきたこともあり、情報システムに

加えてクラウドサービス導入に関する支援及び神戸市情報セキュリティポリシー

（以下、ポリシー）等に適合していることを確認するための審査の需要が年々増加

していることから、より一層、デジタル戦略部における効率的な支援体制の整備が

求められている。 

・また、各所属における IT リテラシーが十分とは言えず、ICT の特性と庁内の課題や

ニーズを理解したうえで、庁内で ICT 活用を提案していくことのできる人材を計画

的に育成していく必要がある。 

・このような状況において、これまでの取り組みの成果をより効率的かつ各所    

管において理解が促進されるような調達、開発支援を行っていく必要がある。  

 ＜これまでの取り組み＞ 

  ・情報システム調達ガイドラインの策定、研修資料の作成 

・情報システム調達仕様書のひな型提供及びレビュー 

  ・情報システム調達審査委員会の設置 

  ・神戸市庁内情報システム調達の手引きの策定 

② 情報システムの全体最適化に関する課題 

・最新の国及び他自治体の取り組み等の情報収集を行い、具体的な施策検討に落とし 

込む仕組みが必要である。 

＜これまでの取り組み＞ 

デジタル戦略部において「庁内情報システムの最適化計画（平成 28～令和 2 年

度）」を策定し、以下のようなDXを支えるICT基盤を整えてきた。 

・庁内情報システムの統合稼働環境（サーバ仮想化基盤）の整備 

・自治体情報システム強靭性向上モデルに対応した三層分離ネットワークの構築 

・マイナンバー利用事務系業務システムにおける仮想デスクトップ環境の構築 

・マイナンバー利用事務系職員認証基盤システムの構築（R7年度稼働予定） 等 
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③ 情報セキュリティ対策に関する課題 

・本市で発生しているセキュリティインシデントは年間 150 件を超え、さらに増加傾向 

にあり、個々の案件を分析して対応を検討し、具体的な再発防止策の作成が必要で

ある。 

・インシデント発生時の初動対応の重要性が増しており、事案発生時には的確な判断を     

行うための体制の整備や庁内の情報セキュリティを適切にマネジメントすることが

求められるが、専門的な知識、技術を要することから、専門家や民間事業者等の協

力を得ながら自らの対応力を高めるとともに、全市のインシデント対応力の強化に

向けて取り組みを進めていく必要がある。 

 本業務の目的 

前述の状況を踏まえ、本業務では以下について、専門的な知見を有する事業者へ委託

を行い、本市における ICT ガバナンスの取り組み及び DX 化を強化していくことを目的

とする。 

 ・ICTガバナンス推進支援業務（2.2.3） 

・DX推進支援業務（2.2.4） 

・情報セキュリティ支援業務（2.2.5） 

・AIリスクアセスメント確認業務（2.2.6） 

・神戸市基幹業務システム標準化に係る全体PMO（別紙） 

2.2. 作業の概要 

 プロジェクト管理 

本業務を遂行するにあたり、体系だったプロジェクト管理手法を用いて、適切なスケ

ジュール管理、課題管理及び情報管理等を実施すること。 

 定例報告 

月次報告、中間報告、最終報告として、後述する成果物により報告会を実施し、本市の

承認を得ること。 

 ICTガバナンス推進支援業務 

（年間140人日程度の工数を想定） 

全市的な観点から庁内情報システムの最適化をはかりシステム調達費の適正化・費用

削減を目的とした ICT ガバナンスの推進が必要となる。受託者は、各所管課での情報シ

ステム調達にあたっての仕様書等のドキュメント確認をはじめとした支援や予算要求に 

おける適正化のための調達審査などをはじめとした以下の業務において、主体的・積極

的な支援を行うこと。 

 ICTガバナンス及びDX推進に向けた提言 

ICT ガバナンスを達成し DX を達成するためには、ICT に関する国の動向や他の自治体
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等の先進事例（最適化、ICTの利活用）、製品の動向について常に把握をし庁内情報シス

テムの検討に活用する必要がある。そのため、受託者は定期的に本市へそれらの情報提

供を積極的に行うこと。また、他の自治体等の先進事例を踏まえ、本市が優先して取り

組んでいくべき現在の課題及び解決に向けた方向性を随時提案すること。 

 ICTガバナンス達成のための調達支援 

全体最適を目的とする ICT ガバナンスの達成のために、デジタル戦略部が提供する神

戸市情報システム調達ガイドライン及び調達仕様書ひな型に基づき、調達仕様書、情報

提供招請（RFI）、意見招請（RFC）、提案書評価などのレビューおよびコメントを行い、

必要に応じて類似案件の調達資料等を提供すること。 

業務にかかる部分は、業務所管課に責任を持って検討を実施させるが、技術的な要件

にかかる部分については、単に調達仕様書等にコメントするだけではなく、本市の情報

セキュリティポリシーや庁内 ICT 基盤（ネットワーク、サーバ仮想化基盤、各種共通シ

ステム等）の整備状況を踏まえて最適なシステム構成を提案し、機能要件や非機能要件

の記載が不足している項目について具体的な記載案を提示するなど、システム調達費の

適正化・費用削減に資するための主体的な支援を行うこと。 

また、「③ 情報システム調達審査委員会運営支援」の際に調達支援の希望を確認の上、

予算要求、調達審査、審査後の所管課調達のフォロー等に関して、調達支援計画として

事前に作成の上、所管課支援を実施し、これらの支援内容を整理した上で報告すること。 

なお、本市において情報システムを調達・導入する際の手順、手続き等については、

「神戸市情報システム調達ガイドライン(別紙1)」及び「情報システムの調達等の手続に

関する手引き（別紙2）」を参照すること。 

業務量は、デジタル戦略部が積極的に関与する案件として、設計開発費が 1 億円未満

の中規模システムの調達支援を令和７年度及び同８年度の各年度において、各々８件程

度を想定すること（対象案件は流動的であることから、規模や特性等に応じて、全体工

数の範囲内で柔軟に対応すること）。 

このほか、調達仕様書等に対する意見送付を中心とした調達支援を年間 30 件程度、そ

の他調達に関する技術的な相談等の対応を年間 30 件程度想定すること。参考として、工

程毎のデジタル戦略部と業務所管課との役割分担イメージを表1に示す。 

 

 

 

 

大項目 小項目 デジタル戦略部 業務所管課 

調達準備 企画・業務分析 ○ ◎ 

表 1 デジタル戦略部と業務所管課との役割分担イメージ 



 

  5 

大項目 小項目 デジタル戦略部 業務所管課 

調達仕様書作成 ○ ◎ 

情報提供招請（RFI） ○ ◎ 

調達審査委員会 ◎ ○ 

予算要求 － ◎ 

入札・契約 
意見招請（RFC） ○ ◎ 

入札・契約手続 － ◎ 

設計・開発 

プロジェクト管理 ○ ◎ 

要件定義 ○ ◎ 

基本・詳細設計、開発 ○ ◎ 

結合・総合・運用テスト ○ ◎ 

運用・受入テスト ○ ◎ 

稼働準備・本番稼働 ○ ◎ 

 

 情報システム調達審査委員会運営支援 

本市では、情報システムの新規調達・再構築・改修案件にかかる予算要求、増員要求

等の審査及び総合調整を行う場として、デジタル戦略部と関係課で構成する「情報シス

テム調達審査委員会」を設置している。受託者は、システム予算の適正化・低減に資す

るため、業務所管課から提出された調達協議書、仕様書案、見積書等の資料を確認する

とともに業務所管課及び開発事業者へのヒアリングに同席し、システムの必要性、BPR実

施状況、調達手法、費用対効果、予算・人員の適正規模等の観点から具体的な費用削減

案及び審査会説明資料（各案件の概要及び審査概況、審査結果案をサマリした資料）を

作成すること。なお、情報システム調達審査委員会の概要及び様式は「情報システムの

調達等の手続に関する手引き(別紙 2)」を参照すること。 

業務量は、年間 40 件程度を想定すること。なお、当該業務量には自治体システム標準

化移行に係る案件（標準準拠対象システム及びその関連システム）も含まれる。 

 ドキュメント整備 

本業務を履行する過程において、本市が定める「神戸市情報システム調達ガイドライ

ン(別紙 1)」、「情報システムの調達等に関する事務手続の手引き(別紙 2)」「仕様書の

雛形サンプル(別紙3)」などの文書（各種雛形・様式を含む。）について内容の点検を行

い、必要に応じて見直し案を掲示すること。 

 研修実施 
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デジタル戦略部職員（30名程度）向けに、年２回程度（１回につき２時間程度）の研

修を実施すること。テーマは、システム調達（調達フェーズ、開発フェーズ）、セ

キュリティ対策、最新技術（AI、ゼロトラスト等）の講義等、本市が指定するものの

うち、受託者と協議して決定する。 

 

 神戸市DX推進支援業務 

（年間60人日程度の工数を想定） 

本市では、令和 9年度（令和 8年度着手）に庁内インフラを担う以下の３システムの再構

築を予定している。これに向けて、R8 年度予算要求にあたっての技術的検討や仕様書作成

支援（それらに必要な情報収集も含む）等について支援を行うこと。 

 サーバ仮想化基盤（契約期間：令和3年 9月 17日～令和10年 3月 31日） 

 基幹系仮想デスクトップ環境（契約期間：令和4年 6月 28日～令和10年 3月 31日） 

 文書管理・電子決裁システム（稼働期間：平成20年 2月～令和10年 3月 31日(想定)） 

サーバ仮想化基盤については、庁内システムに仮想化環境を提供する基盤である。基幹系

仮想デスクトップ環境については、基幹系システムで使用する端末を提供する基盤である。

ともに、本市の重要インフラであり、その移行においては各システム所管課の負担や業務影

響を最小限にするための綿密な計画が求められる、また、費用面においては、近年の仮想化

ソフトウェアのライセンス費用の高騰から現行同様の移行ではなく、ソフトウェアの変更も

含めた検討が必要である。 

複数のパターンを検討しメリットデメリットを整理したうえで方針を策定する必要があるた

め、受託者は専門的知見を活かした積極的な支援を求める。 

 文書管理・電子決裁システムについては、収受・起案・決裁・保管・移管・廃棄という公

文書の処理過程を一元管理する本市の基盤であり、ペーパーレスなど業務改善に寄与してい

る。一方、他システムで管理している公文書の扱いや文書の利活用促進等に課題が残ってい

ると認識しており、今後、国や他都市の動向も踏まえ、公文書管理の在り方やシステムの方

向性を検討する必要がある。 

 

 情報セキュリティ対策支援業務 

（年間70人日程度の工数を想定） 

 情報セキュリティアドバイザリー業務 

(a) 重大インシデント発生時の初動対応及び再発防止策のアドバイス等（人員派遣、ロ

グ分析、フォレンジック調査などは本業務に含まない）（重大インシデント発生時） 

(b) 本市が参加する NISC の「分野横断的演習」等の CSIRT 強化演習への立ち合い・講

評・手順書改定提案作成（年１回） 

(c) 相談対応（年10件程度）※注を参照 
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  情報セキュリティに関する人的・物理的・技術的対策、利用を検討するＩＣＴ技術や

サービス等に関するリスクや課題についての相談対応（国や他自治体、民間等の調査及

び課題への提言を含む） 

  利用を検討するＩＣＴ技術やサービス等と、ポリシー等の本市が定める基準に対する整

合性の相談対応（国や他自治体、民間等の調査及び課題への提言を含む） 

  本市において発生したインシデントの分析及び分析に基づく対応策の提案 

  他都市等外部の団体で発生した重大なインシデントを分析し、本市で同様のインシデン

トが発生した場合を想定して対応策等を提案（年１～２回程度） 

  本市が利用するＯＳ及びソフトウェア等のサポート終了情報と、その対応策の迅速な提

供 

(d) 定例会実施（月１回程度想定） 

本市の指定する方法で定例会を開催し、業務の進捗状況等についてドキュメントを作

成のうえ本市職員に説明して承認を得ること。 

 

【注】上記(c)の相談対応例（令和３～５年度の実績） 

 ＜R3-4年度：14件＞ 

  インターネットVPNと TLS通信の比較検討 

  無線LANの安全性に関する相談対応 

  ワイヤレス映像転送機器の安全性に関する相談対応 

  ランサムウェア感染時の対処法に関する相談対応 

  LGWAN-ASPの安全性に関する相談対応 

  クラウドサービスのISO取得状況調査 

  情報セキュリティ幹部研修資料への事例追加対応 

  ウクライナ情勢から、本市がサイバー攻撃を受けた場合の対策 

  フォレンジックサービスの概要と24時間対応の有無を調査 

  ファイル共有サービス調査（近隣自治体での可搬媒体紛失事故を受けて） 

  USB対策ソリューションの調査近隣自治体での可搬媒体紛失事故を受けて） 

  ISMAPクラウドサービスリスト管理基準対応状況 

  ISMAPクラウドサービスリスト監査対象外のリスク評価 

  ISMAPと ISMAP-LIUの比較 

 

＜R5年度：11件＞ 

  誤送付・誤交付の対策研修について 

  研修業者リスト 
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  脆弱性に関する情報提供 

  WEB会議システムにおけるポリシー上の取り扱いの整理 

  閉域網における暗号化の要否について 

  デジタル処理によるマスキングについて 

  マジックリンク考察 

  スターリンクの情報・評価 

  スターリンクのセキュリティ（PCIDSS） 

  外部サービス要件_機密性２以上（Mobiconnect） 

  外部サービス要件_機密性２以上（ビジネスコンシェルデバイスマネジメント） 

 情報セキュリティポリシー等改正支援業務 

ポリシーやポリシーの各個別基準、各種手順書、実施手順書サンプル等について、以下の

とおり改正支援を行う。 

[業務の分担と流れ] 

１． 受託者において、総務省の「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関す

るガイドライン」の改定内容（既存のガイドラインとの差分等）を確認※ 

２． 受託者において、神戸市セキュリティポリシー等改定対象文書への反映案を作成する。 

３． 当市において、案のレビューを行い、内容を承認する 

４． 受託者において、最終確定案の策定を行う。 

 [改定対象文書] 

〇神戸市情報セキュリティポリシー 

・神戸市情報セキュリティ基本方針 

・神戸市情報セキュリティ対策基準 

〇情報セキュリティ個別基準 

・物理的・技術的セキュリティ管理基準 

・外部サービス利用基準 

・外部サービス要件（機密性2以上） 

・外部サービス要件（機密性1） 

〇その他 

・機密性2以上の情報資産を取り扱う情報システムの導入に関する審査手順 等 

 

[業務手順] 
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(a) 現行のポリシー等について課題及び対応策を検討し、本市職員と認識の共有を図る

こと。（本市教育委員会や独立行政法人のセキュリティポリシーで、本市職員が検

討を指示したものを含む。） 

(b) 本市が策定しているポリシーやポリシーの各個別基準及び各種手順書、実施手順書

サンプル等の内容について、「自治体情報セキュリティポリシーガイドライン」や

「自治体情報セキュリティ監査ガイドライン」、ポリシー等に準拠しているかをレ

ビューすること。 

(c) レビュー等の結果、適切でない条項については、より適切な改正案を提示するとと

もに、改正案決定までに複数回（年 10 回程度想定）アドバイスを実施すること。な

お、レビューにあたっては、単にガイドライン等に準拠しているかだけではなく、よ

り効果的・効率的な業務環境が整備できるよう、様々な技術の進展や社会環境の変化

を念頭に置いた改正案を提示すること。 

(d) 改正案を施行するにあたり、別途通知が必要な場合は、その通知案についてのアド

バイスを行うこと。 

※業務実施に当たっては、以下のことを考慮すること 

  総務省における自治体情報セキュリティ対策の検討状況 

  ＮＩＳＣ（内閣サイバーセキュリティセンター）の策定する、府省庁対策基準策定のた

めのガイドライン 

  特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体編） 

  国や他都市、民間等における情報セキュリティ対策の実施状況、その他国の通知等 

[特記事項] 

 ・今年度より改正対応への迅速化及び作業の省力化のため、神戸市セキュリティポリシー

個別基準を廃止し国のガイドラインを直接参照するよう見直し中である。本見直しを継

続するために、受託者は廃止した際の運用案の提示など、必要な支援を行うこと。 

 情報セキュリティポリシー及び外部サービス要件適合確認業務 

本市において機密性２以上の情報資産を電子計算機で取り扱う場合（改修により、シ

ステム構成あるいは取り扱う情報が変更される場合を含む）、「情報セキュリティポリ

シー」及び「外部サービス利用基準」に適合しているかチェックリスト等を用いて形式

的な審査をした上で許認可を行っているが、これらの確認作業及び許認可書の作成を行

うこと。併せて、当該作業における効率化や改善を検討した上で、適宜提案を行うとと

もに、これらを反映させること。業務量は年間60程度を想定すること。 

 AIリスクアセスメント確認業務 

本市において AI を用いたシステムを活用する際には、所属においてエントリーシート

を作成するとともに、AI を活用する業務が「神戸市におけるＡＩの活用等に関する条例」

に定めるリスクアセスメントの対象になる場合はワークシート（別紙４）、そうでない



 

  10 

場合はチェックシート（簡易的なアセスメントを実施）を記入し、デジタル戦略部に提

出する。 

本業務では、所属が記載したリスクアセスメント結果の確認作業及び許認可書の作成

を行うこと。併せて、当該作業における効率化や改善を検討した上で、適宜提案を行う

とともに、これらを反映させること。 

 なお、業務量はワークシートの対象となるものが年間5件を想定する。 

（参考１ 条例に定めるリスクアセスメントを実施する処分その他の行為の範囲） 

① 公権力の行使にあたる行政処分の判断に活用するとき 

② 市の基本的な政策を定める計画策定及び評価・見直しにかかる現状または課題の

把握、目標設定、取り組み、評価方法の検討・決定に活用するとき 

③ その他市民・事業者に重大な影響を及ぼす可能性があるものに活用するとき 

   ア 本市要綱に基づく給付など、行政処分に準ずるものの判断に活用するとき 

    イ 行政指導等の事実行為のうち市民の生命、身体、健康、財産及び公共性を有する

財産に重大な影響を与えるおそれがある判断に活用するとき 

（参考２） 

リスクアセスメントの実施手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議事録等の作成 

2.2.2.から 2.2.6.の業務において実施する会議、打ち合わせ、相談対応について、議事録を

作成すること。 

 

2.3. スケジュールと想定業務量 

本業務の契約期間は、契約締結日（令和7年4月1日）から令和9年3月31日までとする。

想定スケジュールと想定業務量を以下に示す。 

※「2.1.1.⑤ 神戸市基幹業務システム標準化に係る全体 PMO」に関する業務履行期限、成果

物の提出期限は 3 月 24 日設定とする予定（「デジタル基盤改革支援基金（補助金）」の補

助対象となるため） 
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図 1想定スケジュールと想定業務量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記は想定スケジュールであるため、提案内容を考慮した上で、最適なスケジュールを策

定すること。 

 

2.4. 作業場所 

本業務の作業場所、その他必要となる環境については、受託者の負担により用意するもの
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とする。 

 

2.5. 実施体制／資格要件 

 実施体制 

本業務に従事する者は４名以上とし、これらの者のうちから、本市との情報共有、進捗・

課題管理を行うプロジェクトリーダーとして１名を選任すること。また、受託者において適

切に役割分担を行い、繁忙期への対応等に支障のない体制をとること。本市への常駐は不要

であるが、週 1～2 回程度、本市に赴いての対面又は WEB 会議による打合せ等を実施するもの

とする。提案書及び業務遂行体制（様式3）に具体的な参画工数等を記載すること。 

 資格要件 

本業務に従事する者については、下記の要件を満たす者であること。 

  民間企業等において、情報システム分野で５年以上（プロジェクトリーダーについては

10 年以上）の実務経験を有し、情報システムの調達、管理運用にかかる専門的な知見

を有していること。 

  上記に加えて、プロジェクトリーダーについては、下記のいずれかの資格等を有してい

ること。 

  独立行政法人情報処理推進機構(IPA)が実施する高度試験（「IT ストラテジスト」、

「システムアーキテクト」、「プロジェクトマネージャ」、「IT サービスマネー

ジャ」、「システム監査技術者」、「ネットワークスペシャリスト」、「データベース

スペシャリスト」、「エンベデッドシステムスペシャリスト」、「情報処理安全確保支

援士」）、又は一般社団法人 PMI 日本支部が実施する PMP、又は EXIN（Examination 

Institute for Information Science）等が実施する「ITILエキスパート」「ITILマス

ター」試験に合格していること。 

  上記と同等以上と本市が認める資格又は実績を有していること。 

 

2.6. 成果物 

本業務で想定している成果物は、以下の通りである。各年度において、以下の成果物を作

成し、本市の検収を受けること（「2.1.1.⑤ 神戸市基幹業務システム標準化に係る全体 PMO」

も含めるものとし、各要員の重複は認める。）。また、提案内容に応じて追加で作成する成

果物がある場合は提案書に記載すること。 

 業務実施体制図 

プロジェクトリーダーや各プロジェクトメンバーの役割等を明記したもの。キックオフ

（契約締結から2週間以内）の際に提出すること。 

 作業要員一覧表 
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作業要員の職名、氏名、年齢、実務経歴、保有資格等を記述したもの。キックオフ（契約

締結から2週間以内）の際に提出すること。 

 プロジェクト計画書 

プロジェクトの範囲、作業構成、スケジュールなど、本業務のプロジェクト全体の実施計

画を示したもの。キックオフ（契約締結から2週間以内）の際に提出すること。 

 プロジェクト進捗報告書、課題管理表 

プロジェクトの進捗状況を表したマスタースケジュール、進捗報告書・課題管理表などを

まとめたもの。月次報告の際に提出すること。 

 履行報告書（月次報告、中間報告、年次報告） 

業務の履行状況を記述したもの。月次報告は翌月 10 日まで（但し、3 月分の月次報告は 3

月末まで）、中間報告は各年度の 9 月頃に予定する中間報告会まで、年次報告は各年度の 3

月頃に予定する最終報告会までに提出すること。 

成果物の作成に当たっては、以下の点に注意すること。 

・成果物は特に指定がない限り電子データによるものとし、全て日本語表記とすること。 

・電子データの作成に当たっては、特に指定がない限り、本市職員が「Microsoft Office   

2016 Professional」で編集できるソフトを使用すること。それ以外のソフトを使用  

する際には本市に相談すること。 

 ・成果物に修正等がある場合（本契約によらない市独自の改変等の場合を除く。）、  

修正後の全編を速やかに提出すること。 

 

2.7. 検収の完了 

本市による成果物の承認をもって検収の完了とする。 

納品物に修正等が必要となった場合、修正後の全編を速やかに提出すること。 

また、2.1.1.⑤は「デジタル基盤改革支援基金（補助金）」の補助対象となるため、J-LIS

への申請等の手続きが遅滞しないよう努めること。 

 

2.8. 納入場所 

兵庫県神戸市加納町6-5-1 神戸市役所1号館 11階 

＜2.1.1.①～④＞ 

神戸市企画調整局デジタル戦略部情報政策担当 

＜2.1.1.⑤＞ 

神戸市企画調整局デジタル戦略部システム標準化担当 
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2.9. 作業窓口 

本業務にかかわる窓口は、「2.8. 納入場所」に準じる。 

 

3. 特記事項 
3.1. 再委託 

本業務については、原則として再委託を認めないが、特定の業務についてのみ、やむを得

ず再委託が必要となる場合は、提案書に再委託を行う業務の内容及び委託予定先を記載し、

本市の承認を求めること。なお、その場合においても、再々委託は認めない。 

 

3.2. 情報の管理 

本市から提供する資料等については、情報漏洩を防止するための適切な措置を講ずること。

受託者は、本業務を遂行するにあたって知り得た情報を、本市の書面による承諾を得ること

なくその目的外に使用し、又は第三者に提供し、若しくは利用させてはならない。また、受

託者は本業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。本業務を完了した後も、

また同様とする。下記付属資料は秘密保持誓約書を受領後に提供する。 

 

3.3. 情報セキュリティポリシーについて 

本業務の遂行にあたっては、神戸市情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ遵守

特記事項を遵守すること。 

<https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html> 

 

3.4. 業務の引き継ぎに関する事項 

本業務の契約履行期間の満了、全部もしくは一部の解除、またはその他契約の終了事由の

如何を問わず、本業務が終了となる場合には、受託者は本市の指示のもと、本業務終了日ま

でに本市が継続して本業務を遂行できるよう必要な措置を講じること。成果物について、簡

易に業務引き継ぎを行うことが可能な様式で作成するとともに、引継ぎに際して必要な情報

提供・協議に応じること。 

新たに受託を開始する者は、前受託者からの引継ぎ資料を熟読の上、継続した支援ができ

るよう契約開始後、速やかに準備を行うこと。 

3.5. 委託作業への疑義 

委託作業において指示内容に関して疑義が生じた場合は、必ず本市と協議の上、承認を得

ること。また、本仕様書に記載されていない業務等については、必要に応じて別途協議の上、

決定する。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html
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1. 業務の概要 
1.1. 背景 

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和 3 年）」により、自治体の基幹業務システム
を標準化することが法制化されている。本市においても国の方針に従い、対象 20 業務の基幹業務シス
テムをガバメントクラウドに構築した標準準拠システムに移行する予定としている。 
令和７年度末までに８業務（住⺠記録・印鑑登録・⼾籍・⼾籍附票・就学・選挙⼈名簿管理・健康管
理・後期高齢者医療）について、移行を完了する予定となっており、現在、システム構築を行ってい
る。また、その他 12 業務については、特定移行⽀援業務となっており、令和８年度以降の移行となる
ため、順次、業務見直しの上で事業者選定に向けた取組を実施している状況である。 
 

1.2. 目的 
相互にデータ連携等を行う全 20 業務の基幹系システムのガバメントクラウドへの移行を「高品質」
「短納期」「適正価格」で進めるためには、強いリーダーシップに加え高いプロジェクトマネジメント
能⼒が必要となる。神⼾市企画調整局デジタル戦略部にて組成するシステム標準化担当チーム（20 業
務の業務・システム所管課を⽀援し、システム標準化を推進するチーム）のマネジメント能⼒を補完
し、システム標準化を成功させることを目的として、「神⼾市基幹業務システム標準化に係る全体
PMO 業務（以下、本業務）」を委託する。 
 

2. 神⼾市のシステム標準化の状況 
2.1. 全体概要スケジュール（令和６年 12 月時点） 

 

 
2.2. 標準化対象 20 業務・システム一覧と移行予定時期（令和６年 12 月時点） 
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3. 委託業務 
本業務における委託範囲及び役割・納品物は表 1（R7）・２（R8）のとおり。 
なお、全体的なプロジェクトの遂行に向けて、プロジェクト計画書の作成を行うこと。 
※納品物に記載のドキュメント以外にも、必要に応じて業務遂行に必要な成果物を作成すること 
※納品物・成果物の様式は作成の都度神⼾市と合意すること 
※事業者の役割に示す例は以下の通り 
 ①主体的に実施・・・目的を理解し、主体的・積極的に行動して成果を出す 
 ②作業⽀援・・・デジタル戦略部や各所管課の作業（資料作成、調査、検討等）を、作業依頼に基づき 

⽀援する 
 ③助言・・・会議への同席やコメント依頼に基づきデジタル戦略部や所管課へ助言する 
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表１ 
R７年度 システム標準化関連業務 事業者の役割 納品物 
①システム標準化全体管理 

対象 20 業務のシステム標準化を担当する所管課８プロジェクト
及び共通機能の開発プロジェクトで構成するシステム標準化プ
ロジェクトの全体管理 

 業務完了報告書 

 【全体移行計画】 
・全体移行計画に基づく各プロジェクトの進捗確認 
・国の動向および各プロジェクトの状況に基づく全体移行計

画の更新 
・実験的実装を希望する要件（標準化検証機能）のデジタル庁

への登録⽀援および管理  
※全体移行計画は、各プロジェクトスケジュールに基づいて、

全体バージョンの管理・データ要件や文字要件に関する横並
び調整について定めたもの 

 
作業⽀援 
作業⽀援 
 
作業⽀援 

 
 

【会議運営】 
・移行計画に基づく進捗会議の準備・進行（月に 1 回程度   
デジタル戦略部と各プロジェクト所管課が参加） 
・個別会議の準備・進行（必要に応じて計画し、開催） 
・開催した会議の議事録作成 

 
主体的に実施 
 
作業⽀援 
主体的に実施 

 
 
 
 
議事録 

【課題管理】 
・各プロジェクトの課題の把握 
・解決に向けてのアプローチの検討 
・プロジェクトへの対応指示 

 
作業⽀援 
作業⽀援 
助言 

 
全体課題管理表 
課題検討資料 

【品質管理】 
・全体テスト計画の更新 
・全体テスト計画の業務間調整 
・標準準拠システムの適合性確認（所管課を⽀援） 
・標準準拠システムの品質向上確認（バージョンアップ（オプ

ション機能実装）、不具合修正の把握等） 
※全体テスト計画は、全体移行計画に基づく連携テストの前提

と各プロジェクトスケジュールをまとめたもの。 

 
主体的に実施 
作業⽀援 
作業⽀援 
作業⽀援 
 

 
全体テスト計画書 
 

【リスク管理】 
・全体及び各業務のリスク洗い出しと評価 
・リスク対策の検討 

 
助言 
助言 

 

【ナレッジ管理】 
・標準化関連の国作成資料の理解とデジタル戦略部への説明 

 
助言 
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・他都市事例等の情報提供 
・所管課の異動者（転入者）へのシステム標準化初期研修 
（2 時間×1 回） 

助言 
主体的に実施 

 
研修資料 

【その他】 
・定例会の運営・進行（月に３回程度 委託事業者とデジタル
戦略部が参加） 

 
主体的に実施 

 
定例会資料・議事録 

②個別業務の標準化⽀援 
対象２業務（選挙管理委員会事務局（選挙）・学校経営⽀援課（就

学））に対し、デジタル戦略部と共にシステム標準化をサポートす
る 
※当該所管課にはシステム専任の職員が不在のため、システム事業
者との調整含めて⽀援を実施 
R7.5 本番稼働予定 選挙⼈名簿管理・就学（学齢簿） 
R7.9 本番稼働予定 就学（就学援助） 
R8.3 本番稼働予定 期日前・在外・当日投票 
※本業務は令和７年度限りとする 

  

 テスト計画・移行計画・運用保守計画等の更新（所管課を⽀援） 作業⽀援  
問い合わせ対応 主体的に実施 問い合わせ対応一覧 
ベンダの成果物（プロジェクト計画書、基本設計書、テスト結
果報告書等の各種報告書、など）レビュー 

作業⽀援 レビュー記録表 

所管課とベンダのコミュニケーションの円滑化（会議同席） 
※本番稼働までの月に１回の定例会を開催、その他、ベンダ・
所管課が実施する各工程の完了タイミング（来年度は連携テス
ト・運用テスト・最終の稼働判定を想定）本番稼働後の運用保
守月次定例への参加を想定 

主体的に実施  

③共通機能の標準化⽀援 
 デジタル戦略部が開発する共通機能（庁内データ連携・団体内統
合宛名・文字要件）の運用状況や他部署との調整状況について⽀援
を実施 
R7.5 本番稼働予定 

  

 所管ラインとベンダのコミュニケーションの円滑化（会議同
席） 
※本番稼働後の運用保守月次定例への参加を想定 

作業⽀援  

④システム調達・運用保守⽀援   
 標準化関連システムの調達にかかる問い合わせ対応・作業⽀援

（調達資料の確認作業など） ※国⺠健康保険・統合滞納 
作業⽀援 調達様式・問い合わ

せ対応一覧 
 標準化関連システムの運用にかかるガバメントクラウドの運 作業⽀援 ⽀援状況一覧 
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用状況にかかるセルフチェック⽀援（運用保守費・ランニング
コストの低減に向けた取り組みの⽀援など）  
対象業務：令和７年度に本番稼働を迎える８業務、令和８年度
に本番稼働を迎える５業務 

⑤デジタル戦略部システム標準化担当の業務⽀援   
 デジタル基盤改革⽀援補助金業務（申請書作成、実績報告書作

成） 
作業⽀援  

その他既存ドキュメントの更新（ガバクラ利用手引き、調達仕
様書ひな形、運用保守仕様書ひな型、非機能要件一覧、運用管
理補助者仕様書） 

作業⽀援  

⑥システム標準化の今後の方針策定についての⽀援   
 国の方針も踏まえた上で、本市におけるシステム標準化の今後

の対応方針策定の⽀援を行う 
・共通機能の実装（住登外宛名管理、申請管理、EUC など） 
・PMH・介護情報基盤・eLTax による公金収納などへの対応 
・公共サービスメッシュ連携 
・マルチクラウドへの対応検討、今後の CSP 選定方針の検討
（新たな CSP も含めた連携方法・経費比較） 

助言 
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表 ２ 
R８年度 システム標準化関連業務 事業者の役割 納品物 
①システム標準化全体管理 

８業務の本番稼働後の仕様書改版等における対応および特定移行
⽀援業務である対象 12 業務のシステム標準化を担当する所管課
４プロジェクトについての全体管理を行う。 

 業務完了報告書 

 【全体移行計画】 
・全体移行計画に基づく各プロジェクトの進捗確認 
・国の動向および各プロジェクトの状況に基づく全体移行計画

の更新 
・実験的実装を希望する要件（標準化検証機能）のデジタル庁

への登録⽀援および管理  
※全体移行計画は、各プロジェクトスケジュールに基づいて、

全体バージョンの管理・データ要件や文字要件に関する横並
び調整について定めたもの 

 
作業⽀援 
作業⽀援 
 
作業⽀援 

 
 

【会議運営】 
・全体連絡会（四半期に一度程度、関係課向け web 開催） 
・個別会議の準備・進行（必要に応じて計画し、開催） 
・開催した会議の議事録作成 

 
主体的に実施 
作業⽀援 
主体的に実施 

 
 
 
議事録 

【課題管理】 
・各プロジェクトの課題の把握 
・解決に向けてのアプローチの検討 
・プロジェクトへの対応指示 

 
作業⽀援 
作業⽀援 
助言 

 
全体課題管理表 
課題検討資料 

【品質管理】 
・全体テスト計画の更新 
・全体テスト計画の業務間調整 
・標準準拠システムの適合性確認（所管課を⽀援） 
・標準準拠システムの品質向上確認（バージョンアップ（オプ

ション機能実装）、不具合修正の把握等） 
※令和８年度移行業務（障害者福祉・児童手当・児童扶養手当・

子ども子育て⽀援・生活保護）の連携テスト検討 

 
主体的に実施 
作業⽀援 
作業⽀援 
作業⽀援 

 
全体テスト計画書 
 

【リスク管理】 
・全体及び各業務のリスク洗い出しと評価 
・リスク対策の検討 

 
助言 
助言 

 

【ナレッジ管理】 
・標準化関連の国作成資料の理解とデジタル戦略部への説明 
・他都市事例等の情報提供 

 
助言 
助言 
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・所管課の異動者（転入者）へのシステム標準化初期研修 
（2 時間×1 回） 

主体的に実施 研修資料 

【その他】 
・定例会の運営・進行（月に４回程度 委託事業者とデジタル
戦略部が参加） 

 
主体的に実施 

 
定例会資料・議事録 

②共通機能の標準化⽀援 
 デジタル戦略部が運用する共通機能（庁内データ連携・団体内統合
宛名・文字要件）の運用状況や他部署との調整状況について⽀援を実
施 

  

 令和８年度末移行予定業務（障害者福祉・児童手当・児童扶養手
当・子ども子育て⽀援・生活保護）との連携に関わる部分となる
ため年度後半のみの作業想定 

作業⽀援  

③システム調達・改修⽀援   
 標準化関連システムの調達にかかる問い合わせ対応（調達資料

の確認作業など）  
作業⽀援 調達様式・問い合わ

せ対応一覧 
 標準化関連システムの運用にかかるガバメントクラウドの運用

状況にかかるセルフチェック⽀援（ランニングコストの低減に
向けた取り組みの⽀援など） 
対象業務：本番稼働済み８業務、令和８年度末に本番稼働を迎
える５業務、令和９年度に本番稼働を迎える 1 業務 

作業⽀援 ⽀援状況一覧 

④デジタル戦略部システム標準化担当の業務⽀援   
 デジタル基盤改革⽀援補助金業務（申請書作成、実績報告書作

成） 
作業⽀援  

その他既存ドキュメントの更新（ガバクラ利用手引き、調達仕
様書ひな形、運用保守仕様書ひな型、非機能要件一覧、運用管理
補助者仕様書） 

作業⽀援  

⑤システム標準化の今後の方針策定についての⽀援   
 国の方針も踏まえた上で、本市におけるシステム標準化の今後

の対応方針策定の⽀援を行う 
・共通機能の実装（住登外宛名管理、申請管理、EUC など） 
・PMH・介護情報基盤・eLTax による公金収納などへの対応 
・公共サービスメッシュ連携 
・マルチクラウドへの対応検討、今後の CSP 選定方針の検討
（新たな CSP も含めた連携方法・経費比較） 

助言 
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4. 実施体制／メンバー要件 
4.1. 実施体制 

現在の全体推進体制は以下の通り。 
委託事業者は「全体管理」「関係各所との横断的調整」「各種情報収集・検討」を主体的に行い、デジ
タル戦略部のシステム標準化推進作業を⽀援する。 

 

 
4.2. メンバー要件 

本業務の主たる事業者は、「神⼾市 ICT ガバナンス・情報セキュリティ対策⽀援業務調達仕様書」
のうち、「2.5.2. 資格要件」に加えて、以下のいずれか、または複数の要件を満たす要員を確保し、
業務の遂行が可能な体制を維持管理すること 

基幹システム導入プロジェクトの豊富なマネジメント経験があり、プロジェクトの計画立案から要
件定義、本番稼働後フォローまでマネージャ以上のポジションでの⽀援実績を有し、本プログラム
を成功に導けるもの 
政令指定都市における「自治体情報システムの標準化・共通化」の推進プロジェクトをマネージャ
以上のポジションで⽀援した実績を有し、標準化及びガバメントクラウド移行までの手順を理解
し、高いコミュニケーション能⼒を持って本市メンバーをリードできるもの 
CSP（AWS）やインフラ・ネットワークに冠する高い知見を有し、「ガバメントクラウド」の仕様や
要件、推奨構成を理解し、所管課のガバメントクラウドへの移行作業においてベンダとの橋渡し的
な役割や的確なレビューにて高品質のシステム構築を実現できるもの 

 
 


